



































































































































































（ 」という用語は， (平成 )年の国連環境会議で採択されたアジェンRecycling-based Society 1992 4）

















発生抑制に関しては， (平成 )年に策定された環境基本計画の廃棄物・リサイクル対策に1994 6







発生抑制は 「ごみを出さない」ことであり，ごみ減量のための取り組み－いわゆる Ｒ（ ，， 3 Reduce

















ごみ処理能力に余裕がない都市で問題が深刻化し，東京都の「ごみ戦争」宣言（ (昭和 )1970 45
年）や広島市のごみ非常事態宣言（ (昭和 )年）などが出されてた。1975 50
その後， 年代のバブル期に，使い捨てごみ量やプラスチック類の増加などの質の変化によ1980
って焼却中心のごみ処理システムに支障が生じ，それが大都市に限らない全国的な問題となった。
資料：厚生省「日本の廃棄物処理」(～ ，環境省「一般廃棄物の排出及び処理状況等」( ～ )1997 1998 2001）
内閣府経済社会総合研究所「国民経済計算(長期時系列 (旧方式による))」GDP



























































































研究の目的は のとおりであるが，研究の過程で筆者が追いかけたものが つある。 つは，1.1.2 2 1
ごみの発生制御や管理方策の検討・設計に重要な役割を果たし，また，経年的なごみの変化を知
る手法でもある用途別詳細組成調査についての，標準的な調査手法と有効な活用方法の提示であ



































































































































1 1969 1970 1971 2004 2001) 環境庁，環境省：公害白書（ ～ ，環境白書（ ～ ，循環型社会白書（） ）
～ ）2004
) 環境省：循環型社会白書（ ）2 2001
) プランド・グループ：都市社会の循環構造計画－廃棄物問題からのアプローチ－，講談社サ3
イエンティフィク（ ）1974
) 環境庁：環境白書（ ）4 1992

































ごみ組成調査手法については 次節で詳述するように (昭和 )年の厚生省からの通知 一， ， 「1977 52
般廃棄物処理事業に対する指導に伴う留意事項について（環整第 号 昭和 年 月 日 」で規95 52 11 4 ）
定されている。この通知に示された調査方法は， (昭和 )年に厚生省水道環境部から「一般1975 50
)廃棄物処理施設精密機能検査要領(案)」として示された書類の附属資料「ごみ質の分析方法」1
を基礎としており，同附属資料は，以前の収集実務や処理施設の運転，それらの研究開発のため
に手がけられたごみ組成調査の経験に基づいて作成されたものである。なお， (昭和 )年段1975 50
階では，分類項目は 分類を標準として提示されていたが， (昭和 )年に正式に通知された10 1977 52
ものは 分類となっていた。6
(昭和 )年に通知された手法以外の方法について，早期に研究・実施に取り組んだのは，1977 52






て家庭ごみ全体の詳細な組成調査を行ったのは， (昭和 )年の京都市 による調査であり，1981 56 5)
ごみ減量化に貢献する調査方法の開発が行われ，その後，継続的に年 回の調査を行っている。1












調査試料のサンプリング方法についての研究は，小澤 ，平岡ら ，田崎ら によって行われて7 8 9) ) )
2いる。小澤 は同一形状，同一重量のごみに対する最小標本数についての数学モデルによって，7)
組成に分類する場合に標本組成がＡである割合Ｘ ごとに標本数と母集団がＸ ±εである確率をA A
算出して図示した。さらに，多組成に分類する場合の近似式によって， 組成に分ける場合に母10




に，ごみ 個の平均重量を ｇ個とすれば， 個の場合のサンプリング量は となる。1 5 / 74,000 370kg









。 ， ， ，ことなどを指摘した また 実験によれば サンプリングや分析に用いる労働量を一定とすれば
袋サンプリング法は四分法の 倍以上のサンプルをとることができると述べた。さらに，ごみ中10
の代表的な 組成の割合を許容誤差 ％で把握するために必要なサンプル量は，袋サンプリング12 50
100 150kg 34 1法では最小値が約 ～ （ピット内のごみから抽出する場合の必要サンプル量は 袋で，















る。さらに，一案として，大分類（一般ごみと別途処理適正ごみの 分類 ，中分類（焼却ごみ，2 ）

























幌市の家庭ごみを対象に物理組成調査（ 項目に分類）を行い，ライフスタイルが異なる 国間9 2

















サイクル，可燃ごみ，不燃ごみ，粗大ごみ，資源ごみごとの 項目の組成割合等から 人 日当た18 1 1
りの排出原単位の基準値を算出し，モデルに組み込んだ。
松藤らは，ごみの総合的な管理を行うために「ごみ流れ」の概念を用い，ごみ流れモデル式を


















別収集の徹底 ，清掃工場の処理時点での対策案 ケース（⑤機械選別等によるガラス類・金属類） 2















































昭和 年 月56 3
京都市清掃局長 清 水 武 彦
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神崎らは， 世帯を対象として 回にわたり各 週間ずつの家庭ごみ計量調査を行い， 項目250 3 2 21
の組成別に計量データを得て排出量の変化を把握し，研究に用いた 。23)
松藤らは， 家族のごみについて長期間（論文作成時点で 年間）にわたって，①厨芥，②紙ず3 9
く類，③プラスチック，④金属類，⑤ガラス類の 区分に分けて計量を行い，経年変化，季節変5
動，曜日変動等の解析を行った 。24)
筆者は，食料品とその包装を対象とした 週間の 世帯のモニター家庭での計量調査により，2 100
食料品が家庭に持ち込まれて廃棄されるまでの流れを定量化した 。モニター家庭には，家庭25,26)
への流入側で容器包装 種類と食品 品目の行列でデータを把握し，流出側で①ごみにした容器27 38
・包装材の量，②ごみにした厨芥の量，③手をつけずに捨てた食料品の量，④～⑪牛乳パック・





















回数，サンプリング量，分類項目などの整理・比較を行った 。 らが実施・引用した調査17) Chung








目的として作成されたものである。分類項目は表 に示した 項目のリストを掲げ，その中2-2-1 48
で目的に応じて選択することを推奨している。
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)表2-2-1 Scheme Monitoring Classification List of defra UK 28
 Primary  Secondary
 Newspapers
 Magazines








 Other Dense Plastic Packaging
 Other Dense Plastic
 Other Plastic Film










 Other Miscellaneous Combustibles
 Carpet and Underlay
 Construction and Demolition
 Other Miscellaneous Non-combustibles
 Ferrous Food
 Ferrous Beverage Cans
 Other Ferrous Metal
 Non-ferrous Food
 Non-ferrous Beverage Cans
 Other Non-ferrous Metal
 White Goods
 Large Electronic Goods





 Other Potentially Hazardous




 Home Compostable Kitchen Waste
 Non-home Compostable Kitchen Waste





















国が市町村に求めているごみ質調査の方法は， (昭和 )年に厚生省から通知された「一1977 52
般廃棄物処理事業に対する指導に伴う留意事項について（環整第 号 昭和 年 月 日 （以95 52 11 4 ）」
下 「環整第 号通知」という ）で規定されている。環整第 号通知では，一般廃棄物処理計， 。95 95
画に関連してではなく，一般廃棄物処理施設の維持管理等のためにごみ質調査の実施と結果報
， 。告を求めており (平成 )年に環整第 号通知が改正された際も内容は変更されていない1990 2 95




性残渣・卵殻・貝殻を含む ，⑤不燃物類，⑥その他（孔眼寸法約 のふるいを通過したも） 5mm
の）の 項目に分類することとしている。現在でも，多くの市町村でこの方法によってごみ組6
成データを得ている。
なお， (昭和 )年に刊行された「ごみ焼却施設各種試験マニュアル」 では，厚生省水1983 58 29)
道環境部が (昭和 )年に示した「一般廃棄物処理施設精密機能検査要領(案)」の附属資料1975 50
「ごみ質の分析方法」での分類項目を採用しており，１紙類，２厨芥類（残飯，動物性，植物
性，卵がら，貝がら ，３繊維類，４木竹（わら，落ち葉 ，５プラスチック類，６ゴム・皮革） ）
類，７金属類，８ガラス類，９陶器・石類， 雑物類（その他）の 項目の分類が示され，環10 10




ことが望ましく，既に， 年代に環整 号通知に比べて詳細な物理組成調査に取り組む事例1970 95
が現れている。東京都清掃研究所では， (昭和 )年に不燃・焼却不適ごみの分別収集の試1973 48
行を開始するにあたり，分別されたごみ組成の調査を行った。 (昭和 )年に分別収集が全1974 49
区で実施されてからは，地域特性を考慮して毎年数区を対象に同様の調査を行った。調査目的
は，分別されたごみの実態把握，経年変化や用途地域間の差の解析などであった。




廃プラスチックの実態を把握し，対策を検討するため， (昭和 )～ (昭和 )年度に千1972 47 1974 49
， ， 。葉県船橋市の都市ごみ中に混在する廃プラスチックの質 量 混入状況の解析と推定を行った
， ， （ ）， ，可燃ごみと不燃ごみを対象とし プラスチックを抜き出してフィルム びん ボトル トレイ
成型品等の形状別で，さらに樹脂別に分類して測定が行われた。その後，姫路市，岐阜市，堺






























単位容積重量［ ] ＝ ･･････( )kg/m 13
容器の容量[ ]m3
②水分
単位容積重量の測定に用いた試料を秤量したのち，乾燥器等を用いて ℃± ℃で，恒量を得るまで105 5
乾燥し秤量する。
水分は次式( )により算出する。2
乾燥前の重量［ ］－乾燥後の重量［ ］kg kg





) 紙，布類 ) ビニール，合成樹脂，ゴム，皮革類1 2
) 木，竹，ワラ類 ) ちゅう芥類（動植物性残渣，卵殻，貝殻を含む）3 4












160 1984 59 210 350査を行った 翌年に約 項目 (昭和 )年に約 項目と分類項目を追加し 現在は約。 ， ，
項目以上の分類を行っている。
容器包装リサイクル法導入時の基礎データ収集のための調査( )5
(平成 )～ (平成 )年に，容器包装リサイクル法の分別収集計画を策定するための基1995 7 1996 8
礎数値として利用するため，厚生省が全国から 市を抽出して大型ごみを除く全ての定期収集6





おける計画ごみ質に関する記述内容でも ごみ処理施設の計画では 施設に応じて必要なごみ，「 ，
質を指定する必要がある 中略 最近の容器包装リサイクル法や廃棄物循環型社会に向けての。（ ）
動きから，よりリサイクルがしやすいよう，ごみの種別を細分類まで調査し，徹底した分別収














都市名 京都市 大阪市 高槻市 豊中市





















































































































































































































200kg 5 10kg 6又はピットから 以上のごみを採取後，四分法による縮分により ～ を分析対象として
項目に分類するものである。この調査方法は，本研究でテーマとしている用途別詳細組成調査と
は大きく異なっている。一方，排出源から直接サンプリングし，ごみとなる前の用途や形状によ


















， ， 。 ，んでおり ヒューマンエラーを生じる可能性があるなど 信頼性を確保することが難しい また
排出されるごみは，毎日全国で大量に排出されながら，時代とともに製品や容器包装の形状・素
， ， ，材・機能が移り変わるものであることから 調査対象 検出したい結果を十分に吟味しなければ
妥当性が確保できない。それらを踏まえて，調査の信頼性・妥当性を高めるためには，周到な調
査設計が不可欠である。






定すべき事項を確認する。調査の主要な作業工程は， )試料採取， )試料調整， )サンプリング1 2 3

























































































































































象ごみ 収集区分 調査対象地域 採取量 採取方法 運搬方法を確定し それに従った実施の（ ）， ， ， ， ，
ための準備を周到に行う必要がある。
調査対象ごみ( )1
環境省が公表している (平成 )年度の全国の市町村のごみの分別数 について，市町村2001 13 36)















ご総 ご物 分 有
み合 み等 別 害
調査対象の範囲 含まれるごみの種類の例 と的 中の 協 ・混
資な の構 力 危入
源実 資成 状 険状
の態 源比 況 物況
の 化の の のの
把 可把 確 把
握 能握 認 握
処理 ○定期収集しているごみ ○可燃ごみ
対象物 ○資源化せずに焼却･埋立 ○不燃ごみ ○ ○ ○ ○
等を行うごみ
資源化 ○定期収集しているごみ ○資源ごみ(びん･缶･ペットボトルなど)








































































若い単身者・ ～ 歳代 ○地域の自治会に加盟していないなどで地域での資源回収に参加せずに 古紙20 , ,
カップル 等がごみになる場合がある
○住宅が狭く庭がない場合が多く生ごみ処理機の利用や堆肥化は困難である,
小学生以下の ～ 歳代 ○紙おむつの使用が見られる20 40
子どもがいる世帯 ○子どもの学習プリント等の紙ごみが見られる
○食料・飲料の消費の比率が比較的高い
壮年の単身者・ ～ 歳代 ○娯楽・教養関係の消費の比率が比較的高い30 50
カップル
成長した子どもと ～ 歳代 ○子どもの外食等により，世帯人数に対して厨芥の排出が少ない40 60
親の世帯 ○娯楽・教養関係の消費の比率が比較的高い





















◆ ▲ ▲ ▲ ▼ ▲

































写真 ヒアリング風景 写真 サンプリング風景2-4-1 2-4-2
採取量( )6
















定の項目だけを正確に把握したい場合などは， 程度 の採取量で十分である。100kg 8)
京都市の調査では可燃ごみを 地区から合計 ～ サンプリングしている 。これは，3 700 800kg 38)


















































2-4-5 2-4-6々に細分類項目を設ける 分類項目の考え方を表 に整理した また 分類項目の例を表。 。 ，
(約 項目)，表 (約 項目)に示す。なお，中分類の容器・包装材は，商品以外の包装等80 2-4-7 300
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表 分類項目の考え方2-4-5
新聞紙 ちり紙 折り込み広告 紙ﾊﾟｯｸ 伝票等 個人間の郵便物
(飲料種類別)
雑誌類 紙ふきん ﾀﾞｲﾚｸﾄﾒｰﾙ 梱包材等 子ども関係の紙
紙箱類 (落書き･答案用紙











食生活用品 水切り用袋 ﾍﾟｯﾄﾎﾞﾄﾙ類 注射器 その他の
(飲料種類別･食品･調味料 　雑ﾌﾟﾗｽﾁｯｸ
 ･日用品) (分類不能な































: : : : : : :
事業所で































































商品等 商品・使い捨て商品（複合材質プラ含む） [192] 小型
☆重量の大半を金属が占める小型家電は金属製品
[193] 大型（ 40cm×40cm×100cm を超えるもの）
[195] その他のプラスチック（事業系のプラスチック，分類不能なプラスチックなど）





























































































































































































































































































































































































ご 荒 分 け 小 分 け 目 調
と ご 査
に 紙類 紙類 と サ
重 ﾌﾟﾗｽﾁｯｸ類 ﾌﾟﾗｽﾁｯｸ類 に ン
量 厨芥類 繊維類 重 プ
・ その他 ガラス類 量 ル
容 金属類 細 ・ の
積 ｺﾞﾑ･皮革類 分 容 廃


























































































































。 ， ， 。 ， ，るのである 人間でも 季節によって 日によって体調の善し悪しがある しかし ある一時に
わずか数十ミリリットルの血液や便・尿，を採取して検査し，それによって，生活習慣病になり
かけているから食事を見直さなければいけないなどと診断している。ごみも，季節や排出者の状
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よって，概ね平均２割前後の家庭系ごみの減量がある とされた。田中らが有料化実施 市町を2) 10
対象とした調査から，約 ％の家庭で自家焼却を行い，有料化実施を契機として自家焼却を行う53







後 年目の可燃ごみ減量値は，平均約 ％（ ％増～ ％減）となっている 。1 12 3 26 10)
田中らは，有料化実施時の家庭系ごみの減量は，事業系ごみ混入量の減少の影響が大きく，純
粋な家庭系ごみの減量としては，自家処理量増加の寄与が約 ％，不用品発生量の減量の寄与が50

















2000 12 10 3の動向を整理した 近畿地方には (平成 )年国勢調査で人口 万人以上の市が 滋賀県内。 ， ，
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のごみ排出袋の制度を表 に整理した。透明・半透明袋制のタイプⅤが全体の約 ％で最も3-3-1 38
多く，次いで，自由排出が ％となっている。タイプⅠはなく，タイプⅡは 都市あるが，袋代35 2
にごみ収集・処理の手数料も加えた有料化は奈良県橿原市（ (平成 )年 月実施： リット2003 15 4 45
ル袋１枚 円等）のみであり，滋賀県彦根市は袋代相当の価格である。45
（ ）表 京阪神都市圏人口10万人以上の40都市の排出袋に関する制度 2003(平成15)年4月現在3-3-1
排出袋の制度の違いと家庭系ごみ量3.3.2
人口 万人以上の京阪神圏都市のうち，家庭系ごみと事業系ごみを分離した収集量の把握によ10










－市による資源類収集量）／ (平成 )年国勢調査人口／ 日・・・・・( )2000 12 365 1
1999年度までに導入 2000年度以降に導入 都市数
タイプⅠ １袋ごとに自治体に一定額を支払い，一定枚数を超えると単価を引き上げ － － 0 0.0 ％
タイプⅡ １袋ごとに自治体に一定額を支払い 彦根(2002年度に透明化) 橿原 2 5.0 ％















　を啓発している場合を含む） 14 35.0 ％
※ 豊中市および箕面市は，市からごみ袋を一定枚数無料配布しているが，他の袋でも排出を認めている























の制度特性（３グループ）を因子とした一元配置分散分析を行った（ をSPSS11.0.J for Windows
用いた。以下の統計解析も同様 。その結果，排出袋の制度の違いによる家庭系ごみ排出原単位）
の差が認められた（ ， ， < 。さらに各水準間の差が有意か否かを，検定の多df=2,29 F=7.447 p 0.01）
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ｙ ＝ａ＋ × ＋ × ＋ × ＋ × ＋ × ＋ × ＋ｅ ・・・( )b1 x1 b2 x2 b3 x3 b4 x4 b5 x5 b6 x6 2








投入確率を ，除去確率を としたステップワイズ法により，人口，平均世帯人員数，透0.15 0.15
明・半透明以外の袋制度化（ダミー変数 ，透明・半透明袋制導入（ダミー変数 ，定期収集の） ）
分別数（大型ごみを除く ，古紙の定期収集実施（ダミー変数）の 変数について変数選択式重回） 6
帰分析を行った。
結果を表 に示す。説明変数として透明・半透明袋制導入，透明半透明以外の袋制度化，3-3-3














































ａ 定数項 720.805 25.343 0.000
ｂ3 透明・半透明袋以外の袋制度化 -103.980 -0.508 -3.408 0.002
ｂ4 透明・半透明袋制度の導入 -62.280 -0.363 -2.467 0.020




















































結果は図 に示すように， 市とも透明・半透明袋制導入後に減少傾向が見られた。3-3-3 4
有料化を実施した市町村については，田中ら および天野ら の調査において，年度単位の収8 14) )
集量実績値を用いた同様の解析が行われている。田中らによる (昭和 )～ (平成 )年度1979 54 1992 4
に有料化した市町村のデータと比べると，図 に示すように，透明・半透明袋制の４市はい3-3-3
ずれも家庭系ごみ資源排出原単位の変動指数が制度導入前年の ％以下にはならなかったが，有84






















導入前後の家庭系ごみについて用途別詳細組成調査を行った。枚方市の (平成 )年度の家庭2000 12
系ごみ排出原単位は 人日であり，透明・半透明袋制以外の袋制の都市に比べても同レベル570g/ /
1998 10 10 1もしくは低い値になっている (平成 )年 月に透明・半透明袋制を導入し 制度導入から。 ，
年間の家庭系可燃ごみ量は，導入前 カ月比で約 ％であった。12 86
)3.4.1 調査対象都市の概要および透明・半透明袋制導入前後のごみ量の動向17





を行っている。粗ごみ（不燃ごみ）および大型ごみは (平成 )年 月から電話申込み制を導1999 11 3
入しており， (平成 )年 月から大型ごみが有料となっている。びん・ガラスは昭和年代か2002 14 4
ら分別収集をしていたが，空き缶は，透明・半透明袋制導入後の (平成 )年 月から収集を2000 12 9
開始した。リサイクルモデル地区（約 世帯）を設け， (昭和 )年度から (平成 )37,000 1987 62 2001 13
年度までの間 びん(色別コンテナ収集) 飲料缶 乾電池のモデル収集を行っていたが (平， ， ， ，2002
成 )年 月以降は，市内全域を対象とした空き缶，びん・ガラス収集に一本化した。再生資源集14 4
団回収奨励金制度および生ごみ堆肥化容器・家庭用生ごみ処理機の購入助成制度があり (平，2001
成 )年度までの累積で合計 基の生ごみ用機器を助成した。特に，透明・半透明袋制導入直13 7,487
後の (平成 )年度には， 世帯に家庭用生ごみ処理機の購入助成を行っている。1999 11 2,196
有料化や透明・半透明袋制の導入時には，家庭系ごみから事業系ごみへのフレーム間移動 や18)
。 ， 。集団回収量の増加が想定される そこで 枚方市の事業系ごみ量や集団回収量の動きを確認した
1997 9 10 1998 10 9 12 1998透明・半透明袋制導入前の (平成 )年 月～ (平成 )年 月の カ月間と導入後の
(平成 )年 月～ (平成 )年 月の カ月間の収集量等は，図 に示すものである。家庭10 10 1999 11 9 12 3-4-1
系循環資源収集および集団回収の増加分は全て家庭系可燃ごみからの移行とし，その他の減量分
は全て系外・自然減に移行するものと設定してフレーム間移動を図中に示した。なお，集団回収







（導入前： 年 月～ 年 月， 導入後： 年 月～ 年 月）1997 10 1998 9 1998 10 1999 9
































制度導入前の調査は (平成 )年 月，導入後の調査は (平成 )年 月に実施した。調査1995 7 6 2000 12 11
地区は導入前後とも同じ 地区とし，各地区 世帯，合計 世帯となるように，対象ごみステー5 60 300
ションを選定した。 地区の特徴は表 のとおりである。調査を行った収集区分は，家庭一般5 3-4-1
ごみ，空き缶，びん・ガラス，資源ごみ ，粗ごみであり，原則として， 収集日に対象ごみステ† 1
ーションに排出された全量を，排出袋のままサンプリングした。地区別，収集区分別にサンプリ
ングしたごみは，圧縮しないように平積みトラックで分析場所に運搬し，排出袋 点ずつの重量1
・容積・袋の種類を測定・記録した後，地区・収集区分ごとに ～ 名程度の調査員が排出袋を18 20
手作業で展開し，分類を行った。
分類は，紙，プラスチック，金属等の成分および商品，容器・包装材等の使用用途等によって





測定したごみの総量は，表 に示すとおり，透明・半透明袋制導入前の (平成 )年度調3-4-2 1995 7
査が約 ｔ，導入後の (平成 )年度調査が約 ｔである。4.6 2000 12 4.2





† 資源ごみ収集は， (昭和 )年度から (平成 )年度まで約 世帯のモデル地区に1987 62 2001 13 37,000
おいて，びん(色別)，飲料缶，乾電池を対象に行っていたものである。ごみ質調査の対象地区と
して，モデル地区を 地区，非モデル地区を 地区選んだ。2 3









家庭一般 空き缶 びん･ガラス 資源ごみ 粗ごみ 合計
1995年度
(導入前) 1,506.00 － 630.50 600.90 1,838.20 4,575.60
2000年度
(導入後) 1,383.14 344.03 363.20 451.76 1,644.07 4,186.20
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透明・半透明袋制導入前後のごみ質の比較3.4.3.1
用途別詳細組成調査によるごみ質の概要を表 および表 に示す。全収集区分を合成し3-4-3 3-4-4










重量比 容積比 重量比 容積比 重量比 容積比
紙類 24.1 33.5 22.3 29.5 -1.8 -4.0
プラスチック類 12.1 38.3 11.8 37.7 -0.3 -0.6
繊維類 4.7 4.0 3.1 2.1 -1.6 -1.9
ゴム類・皮革類 0.8 0.5 0.8 0.4 0.0 -0.1
ガラス類 4.5 1.6 5.2 1.8 0.7 0.2
金属類 5.2 6.8 4.7 6.5 -0.5 -0.3
陶磁器類 0.5 0.1 0.6 0.1 0.1 0
厨芥類等 37.4 8.0 39.7 8.7 2.3 0.7
その他 10.7 7.2 11.8 13.2 1.1 6
合計 100.0 100.0 100.0 100.0
商品 16.3 13 10.6 8.5 -5.7 -4.5
使い捨て商品 7.7 5.8 10.7 8.3 3.0 2.5
ＰＲ関係 3.3 2.6 3.3 2.8 0.0 0.2
容器・包装材 22.4 60.2 23.2 57.3 0.8 -2.9
食料品 37.4 8 39.7 8.7 2.3 0.7
その他 12.6 10 12.4 14.3 -0.2 4.3
事業所で使用 0.3 0.4 0.1 0.1 -0.2 -0.3



















重量比 容積比 重量比 容積比 重量比 容積比
紙類 26.2 36.2 26.2 34.6 0.0 -1.6
プラスチック類 12.1 40.9 12.4 41.8 0.3 0.9
繊維類 3.6 2.8 3.0 1.9 -0.6 -0.9
ゴム類・皮革類 0.6 0.3 0.3 0.1 -0.3 -0.2
ガラス類 1.0 0.2 0.1 0.0 -0.9 -0.2
金属類 2.1 3.9 1.4 2.4 -0.7 -1.5
陶磁器類 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0
厨芥類等 44.5 9.1 47.2 10.3 2.7 1.2
その他 9.9 6.6 9.4 8.9 -0.5 2.3
合計 100.0 100.0 100.0 100.0
商品 9.5 8.8 7.1 6.3 -2.4 -2.5
使い捨て商品 9.0 6.6 12.7 10.0 3.7 3.4
ＰＲ関係 3.7 2.9 4.0 3.4 0.3 0.5
容器・包装材 19.6 61.5 18.8 59.4 -0.8 -2.1
食料品 44.4 9.1 47.2 10.3 2.8 1.2
その他 13.5 10.9 10.2 10.6 -3.3 -0.3
事業所で使用 0.3 0.2 0.0 0.0 -0.3 -0.2





















(平成 )年度および (平成 )年度の枚方市のごみ収集実績による 人 日当たりの可燃1995 7 2000 12 1 1
ごみ量を可燃ごみのごみ質割合で比例配分して，各細分類のごみ排出原単位を求めた。 (平1995
成 )年度と (平成 )年度で排出量に ｇ／人／日以上の差が生じた項目は，図 の 項7 2000 12 0.5 3-4-2 28







注)可燃ごみの全量は， (平成 )年度 ／人／日， (平成 )年度 ／人／日である。1995 7 540g 2000 12 485g
枚方市における透明・半透明袋制導入前後の家庭系可燃ごみ排出原単位の比較図3-4-2
（ (平成 )年度・ (平成 )年度の左）2000 12 1995 7
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)京阪神圏の 万人以上の 都市における (平成 )年度の家庭系ごみ排出原単位の平1 10 32 2000 12
均値は，
透明・半透明袋制以外の袋制度化（タイプⅠ～Ⅳ）





















， ， ，が市町村の財政負担になるため 自由排出やタイプⅤからの移行は少ないと想定され タイプⅢ
Ⅱ，Ⅰへの移行が進むものと考えられる。例えば，大阪府豊中市では，従前の一定数の無料配布


























































要因の解析，廃棄物学会論文誌，第 巻，第 号， （ ）15 4 pp.266-275 2004
【第 章の参考文献】3
1 9 2）山川 肇，植田和弘：ごみ有料化論をめぐって：到達点と課題，環境科学会誌，第 巻，第
号， （ ）pp.277-292 1996
） ， ， ， ，2 12山川 肇 植田和弘：ごみ有料化研究の成果と課題：文献レビュー 廃棄物学会誌 第 巻
第 号， （ ）4 pp.245-258 2001
）寄本勝美，岩橋一夫，諸橋秀之，和田英樹：与野市における有料化導入前後におけるごみ量3
とごみ組成の変化，第 回廃棄物学会研究発表会講演論文集， （ ）9 pp.153-155 1998
4 5 3）田中信壽，松藤敏彦：ごみ有料化について議論しませんか，廃棄物学会論文誌，第 巻，第
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2000「 （ ）」容器包装に係る分別収集及び再商品化の促進等に関する法律 容器包装リサイクル法 が
(平成 )年４月から完全施行され，その他プラスチック製容器包装についても特定事業者が再商12
品化義務を負うことになった。完全施行後 年目の (平成 )年度に （財）日本容器包装リサ1 2001 13 ，
1)イクル協会が市町村から引き受けたその他プラスチック製容器包装の量は，約 万ｔであった17
（図 。これは （社）プラスチック処理促進協会が公表している (平成 )年の一般廃4-1-1 2001 13） ，



















































































日本容器包装リサイクル協会の公表値 では， (平成 )年度時点で 市町村が同協会にその2) 2000 12 435
他プラスチック製容器包装を引き渡しており， (平成 )年度は 市町村が契約を行って2003 15 1,263
いる（図 。このデータから，全国で約 ある市町村の 割近くがその他プラスチック製4-1-2 3,200 4）





川島らは， (平成 )年 月から 月にその他プラスチック製容器包装分別収集実施市町村2000 12 10 12
数を把握する調査を行っている 。都道府県への照会でプラスチック製容器包装の分別収集に関3)










































































　(全市実施への移行 ○分別対象品目  ○収集頻度
 　の中止) ○圧縮梱包施設  ○収集体制
　・立地場所  　・収集車両  ○モデル地区事例の他地区への紹介
　・処理能力 　 ・収集人員
　・運転体制  ○啓発方法
全　 市 　実　 施















， ，その他プラスチック製容器包装の分別収集の実施状況を把握するため (平成 )年 月に2002 14 2
比較的規模の大きな都市を対象としたアンケート調査を実施した。
調査対象は，大阪府内全市町村 ，政令指定都市 ，東京都 区，大阪府以外の保健所設(44) (12) 23
置市 ，前記以外で既にその他プラスチック製容器包装分別収集を実施している人口概ね 万(40) 10
人以上の市 の合計 都市である。(20) 139
2002 14 2 14 2002調査票の配布・回収は郵送とし (平成 )年 月 日に発送 約２週間の留め置きの後， ， ，





















同数の 都市であった。 (平成 )年度に20 2000 12
全市実施した都市はモデル実施をしていない
場合が多かったが， (平成 )年度以降に2001 13
全市実施した都市では， 都市中 都市がモ19 13
























































収集を導入して間がない都市が多かったため，実績値は， 都市が カ月未満分， 都市が カ月12 6 14 6
以上 年未満分で， 年分の実績を回答したのは 都市であった。1 1 20
得られたデータから，排出者 人 日当たりの収集量原単位を算出した。算出にあたっては，全1 1
市実施済みの都市は (平成 )年国勢調査人口を用い，モデル実施中の都市は国勢調査世帯数2000 12
に対する対象世帯数比率で国勢調査人口を按分したモデル実施人口を用いた。なお，モデル実施
3 10,000 5 1,000中の都市の対象世帯数は 都市は 世帯以上 都市は住民の協力を得られやすい地区で， ，
～ 世帯，残る 都市が 世帯， 世帯であった。1,600 2 3,700 4,000
各都市の収集量原単位について，全市実施済みまたはモデル実施中，収集頻度，分別対象品目
に応じて，当該都市の収集量原単位の単純平均を行った（表 。分別対象品目は 「容器包4-2-2） ，
装リサイクル法に示される全てのその他プラスチック製容器包装 「洗っても汚れが取れそうも」
ない物や小さな容器包装などを除く 「ボトル類等の容器類のみ 「不燃物やプラスチック類と」 」


































製容器包装 38.4 33.0 13.9 － 34.4 6 2 1 9
洗っても汚れが取れそうもない物や小さな容
器包装などを除く、全てのプラ製容器包装 29.1 10.4 4.6 － 17.1 6 7 2 15
ボトル類等の容器類のみ － 11.3 1.6 9.1 5.9 1 2 1 4
その他
(容器包装以外も含むプラスチック類全般) 41.4 24.3 － － 39.0 6 1 7
　平均 36.3 15.8 5.2 9.1 24.6 18 11 5 1 35
容器包装リサイクル法に示される、全てのプラ
製容器包装 27.6 11.8 － － 20.8 4 3 7
洗っても汚れが取れそうもない物や小さな容
器包装などを除く、全てのプラ製容器包装 19.0 8.2 － － 13.6 2 2 4
ボトル類等の容器類のみ － － － － －
その他
(容器包装以外も含むプラスチック類全般) － － － － －
　平均 24.7 10.3 － － 18.2 6 5 11
容器包装リサイクル法に示される、全てのプラ
製容器包装 34.1 20.2 13.9 － 28.5 10 5 1 0 16
洗っても汚れが取れそうもない物や小さな容
器包装などを除く、全てのプラ製容器包装 26.6 9.9 4.6 － 16.3 8 9 2 0 19
ボトル類等の容器類のみ － 11.3 1.6 9.1 5.9 0 1 2 1 4
その他
(容器包装以外も含むプラスチック類全般) 41.4 24.3 － － 39.0 6 1 0 0 7






























本調査とほぼ同時期（ (平成 )年 ～ 月）に（社）プラスチック処理促進協会が全国都2001 13 10 12
市清掃会議加盟都市および東京 区の 市区を対象として実施したアンケート調査では，分別23 493
収集を実施している 市区の (平成 )年度の収集量原単位の平均値を ／人／日と算出し85 2001 13 19g
ている 。同協会の調査では，モデル実施の市についても全市人口を使用して収集量原単位を算9)
出しているため，収集量原単位が小さめの数値になっている。筆者らは，モデル実施の市はモデ


























































実施済みの都市の方が多くの方法で啓発を行っていた。特に 「広報誌の活用（ ％差 「ル， ）」58.9
ール違反ごみ取り残しの徹底（ ％差 「分別カレンダーの配布（ ％差 「ホームページ56.4 46.1）」 ）」












分別収集実施都市に，住民に対する協力要請事項について 「洗浄・乾燥 「台紙等の異物の， 」
」 「 （ ））」 （ ）。分離 等 カテゴリーおよび その他 具体的記述 の実施の有無を複数回答で尋ねた 図10 4-2-3
全市実施済みの都市よりもモデル実施中の方が回答割合が大きかった項目は 「ペットボトル，
（ ）」「 （ ）や白色トレイは店頭回収に排出すること ％差 指定袋 モデル実施の調査専用袋を含む30.7




























容器包装 7.9% 8.0% － － 7.9% 5 1 6
洗っても汚れが取れそうもない物や小さな容器包
装などを除く、全てのプラ製容器包装 7.8% 5.7% － － 6.8% 5 5 10
ボトル類等の容器類のみ － 5.0% 34.0% 6.0% 15.0% 1 1 1 3
その他
(容器包装以外も含むプラスチック類全般) 15.3% － － － 15.3% 4 4
　平均 10.0% 6.0% 34.0% 6.0% 9.6% 14 7 1 1 23
容器包装リサイクル法に示される、全てのプラ製
容器包装 10.3% 12.7% － － 11.1% 4 2 6
洗っても汚れが取れそうもない物や小さな容器包
装などを除く、全てのプラ製容器包装 19.5% 5.0% － － 14.7% 2 1 3
ボトル類等の容器類のみ － － － － －
その他
(容器包装以外も含むプラスチック類全般) － － － － －
　平均 13.4% 10.1% － － 12.3% 6 3 9
容器包装リサイクル法に示される、全てのプラ製
容器包装 9.0% 11.1% － － 9.5% 9 3 0 0 12
洗っても汚れが取れそうもない物や小さな容器包
装などを除く、全てのプラ製容器包装 11.1% 5.6% － － 8.6% 7 6 0 0 13
ボトル類等の容器類のみ － 5.0% 34.0% 6.0% 15.0% 0 1 1 1 3
その他
(容器包装以外も含むプラスチック類全般) 15.3% － － － 15.3% 4 0 0 0 4


























（ ％差 」であった。逆に，全市実施の方がモデル実施より大きかったものは 「フタ・ノズ10.2 ） ，

































































































， 「 （ 。 ，「 」 ）」は (平成 )年２月から プラスチック製容器包装 収集区分名 以下 廃プラ という2001 13




寝屋川市では (平成 )年 月以降，家庭ごみを，①可燃ごみ（ 回／週 ，②不燃ごみ（ 回2002 14 1 2 1）
／ 週：乾電池・使い捨てライターは袋を変えて排出 ，③缶・びん（ 回／ 週 ，④ペットボト4 1 2） ）
ル（ 回／ 週 ，⑤廃プラ（ 回／週 ，⑥臨時ごみ（電話申込による大型ごみ等の有料収集 ，1 4 1） ） ）
⑦スプレー缶・蛍光灯（常設拠点収集：拠点数約 カ所）の区分で収集している。市内をコミ200
ュニティセンター単位（ 中学校区／ コミュニティセンター）で ブロックに分割し， ブロック2 1 6 3
ずつを可燃ごみ月・木曜日収集のエリアと火・金曜日収集のエリアに分けて収集車両を運行して
いる。廃プラは，木・金曜日の午後（可燃ごみ収集後）に，可燃ごみ収集のないブロックを対象
として収集している。廃プラ収集導入前に比べて可燃ごみが減量したこと， (平成 )年１月2001 13
に収集効率化のための収集ルート変更を行ったことから，収集車両を増車することなく収集区分
の変更に対応した なお (平成 )年時点についても 廃プラ以外の収集品目は (平成 )。 ， ，2001 13 2002 14
年と同じである。
廃プラ分別収集の導入経緯4.3.1.2
寝屋川市では (平成 )年 月から，集合住宅 カ所の約 世帯を対象として，廃プラ2001 13 2 50 13,000
分別収集のモデル実施を行った。全市実施の方法を検討するための社会実験であったため， 月2









残し方法の研修等についても， (平成 )年中に行った。2001 13
最終的に， (平成 )年 月に， (平成 )年版クリーンカレンダーおよび廃プラ分別に2001 13 12 2002 14


























調査は， (平成 )年夏（ ～ 月初め：廃プラの収集頻度 週に 回の時期）に 回実施2001 13 6 7 2 1 1
した。モデル地区である カ所の集合住宅について，それぞれ約 世帯，合計 世帯が利用2 50 100
する複数のごみ集積場所を選び，そこに排出されたごみを調査サンプルとした。調査を行っ
た総ごみ量は 袋，約 で，廃プラはそのうち 袋， であった。845 829kg 84 61kg
［全市実施時のサンプリング対象およびサンプリング量］
調査は， (平成 )年夏（ 月）と秋（ ～ 月）の 回実施した。夏・秋のそれぞれに2002 14 7 10 11 2
1 6 1つき 密集住宅地区 集合住宅地区 戸建て住宅地区を 地区ずつ 合計 地区を対象とした， ， ， ， 。
地区につき約 世帯が利用する複数のごみ集積場所を選び，そこに排出されたごみを調査サ80





スチック製容器包装は，モデル実施時で約 ％，全市実施時は約 ％になっていた（図70 77
，図 。内訳をみると，全市実施時はモデル実施時に比べ，特に袋・シート・フ4-3-2 4-3-3）
ィルム類の排出割合が高くなっていた。




















































































































































































































号， （ ）pp.418-428 2004
学会発表
14福岡雅子 小泉春洋 長澤弘樹：全市実施時のプラスチック製容器包装分別収集の実態 第， ， ，
回廃棄物学会研究発表会講演論文集， （ ）pp.25-27 2003
【第 章の参考文献】4
（ 財 日本容器包装リサイクル協会ＨＰ）1) http://www.jcpra.or.jp/data/index.html ( )
（ 社 プラスチック処理促進協会ＨＰ）2) http://www.pwmi.or.jp/siryo/flame2001.htm ( )
川島安希代，金谷健：容器包装リサイクル法「その他プラスチック」実施市町村における実3)




棄物学会研究発表会講演論文集， （ ）pp.72-74 2000
塩見聡，中野加都子，三浦浩之，和田安彦：プラスチック類容器包装の分別排出徹底のため7)
の方策に関する研究，第 回廃棄物学会研究発表会講演論文集， （ ）11 pp.69-71 2000
（ ）8) 2002大阪府再生資源集団回収推進協議会：容器包装廃棄物のリサイクル動向調査報告書












取っ手部分がＵ字型になっているプラスチック製の手提げ袋は (昭和 )年に開発され ，1982 47 1)























費されるレジ袋の量は約 万トン前後で推移しており（図 ， (平成 )年の国内での消30 5-2-1 2002 14）
費量は 重量で 千トンと推定されている 。この数値は，同工業組合未加入事業者や輸入品の, 302 4)
レジ袋量が把握困難であるため，輸入されたポリエチレン袋の半分をレジ袋と仮定し，組合加入
事業所のレジ袋国内生産量に加算して算出されたものである。
レジ袋の主要な使用者であるコンビニエンスストア スーパー等では 輸入品の割合が高い 表， ， （
。 これらの小売店がレジ袋の薄肉化を推進しており，各社の環境報告書などによれば，5-2-1）
最近 年程度の間で，レジ袋の厚さが ～ μmだったものが ～ μmになっている。5 20 23 18 19
一方，家庭ごみ中に排出されるレジ袋の量は，京都市で (昭和 )年度から毎年継続して実1980 55
5-2-2 1981施している家庭ごみ細組成調査 結果（図 ）において，レジ袋の最も古いデータがある6)
(昭和 )年度で 人 日当たり ｇ／人／日であった。 (平成 )年度のレジ袋排出量は ｇ56 1 1 4.9 2002 14 7.7
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会会員店舗での買い物袋の持参率は (平成 )年時点で平均約 であるが，静岡県御殿場市民1992 4 3%
への仮想市場法（ ）によるアンケート調査結果で 枚 円の有料化により約 ， 枚 円のCVM 1 5 17% 1 10
有料化では約 の人が買い物袋を持参することが見込まれた。また，実際に有料化を実施して44%
いる生活協同組合等 事業者の 枚 円の有料化時の買い物袋持参率平均値は約 であり， 円13 1 5 73% 10
92 2000 12 4の有料化では約 ％であった。この報告の後，環境問題に対する意識の向上や (平成 )年
月の容器包装リサイクル法の完全施行などによって，消費者や日本チェーンストア協会等のレジ
袋削減の取り組みに変化が起こっている可能性が考えられる。そこで，安田らによる新たな研究
報告 をみると，有料化を実施している生活協同組合等 事業者の買い物袋持参率から得られた需7) 9
要曲線によれば， 枚 円の有料化時の買い物袋持参率は約 ％であった。なお，日本チェーンス1 5 64









































































家庭から排出されたごみ中のレジ袋の実態の分析を 調査への協力が得られた大阪府大阪市 人， （
口約 万人）および寝屋川市（人口約 万人）を対象に行った。263 25
調査対象都市のごみ分別収集状況5.4.1
大阪市では家庭ごみに関して， (平成 )年 月現在で市内 区のうち 区で容器包装プラ2004 16 3 24 11
スチック（略称：容プラ）の分別収集を行っている。容プラ分別収集を実施していない地区（以
下 「未実施地区」という）では家庭ごみを①普通ごみ（ 回／週 ，②資源ごみ（缶・びん・ペ， ）2
ットボトル （ 回／ 週 ，③粗大ごみ（電話申込無料収集）の区分で収集している。容プラ分） ）1 2
別収集実施地区（以下 「分別実施地区」という）では，未実施地区の収集区分に④容プラ（ 回， 1
／週）が加わる。排出容器は色等の指定がないため，主として黒いごみ袋やレジ袋が使用されて
いる。
寝屋川市では (平成 )年 月以降，市内全域で家庭ごみを①可燃ごみ（ 回／週 ，②不燃2002 14 1 2 ）
ごみ（ 回／ 週：乾電池・使い捨てライターは袋を変えて排出 ，③缶・びん（ 回／ 週 ，④1 4 1 2） ）
ペットボトル（ 回／ 週 ，⑤プラスチック製容器包装（略称：廃プラ （ 回／週 ，⑥臨時ご1 4 1） ） ）
み（電話申込による大型ごみ等の有料収集 ，⑦スプレー缶・蛍光灯（常設拠点収集：拠点数市）
内約 カ所）の区分で収集している。いずれの収集区分のごみも，透明・半透明の袋に入れて200







材等の使用用途別に，大阪市では約 項目，寝屋川市では約 項目に区分した。レジ袋につい280 80
ては両市とも プラスチック製の容器包装材の中で 中身を入れて捨てられた小型手提げ袋 中， 「 」「




廃プラ，可燃ごみ，不燃ごみ，乾電池，缶・びん，ペットボトルの 区分であり，各々 収集日の6 1
ごみについて分析を行った。
大阪市での調査は， (平成 )年 ～ 月に実施した。容プラ分別を実施している 区から各2004 16 2 3 3
１地区の計 地区，未実施の 区から各 地区の計 地区を対象とし， 地区につき，分別実施地区3 3 1 3 1
は容プラの袋数が約 袋，未実施地区は普通ごみの袋数が約 袋となる範囲を選定した。80 100
寝屋川市での調査は， (平成 )年夏（ 月）と秋（ ～ 月）の 回実施した。夏・秋のそ2002 14 7 10 11 2
れぞれにつき，密集住宅地区，集合住宅地区，戸建て住宅地区を 地区ずつ，合計 地区を対象と1 6
し， 地区につき約 世帯分のごみ集積場所を選定した。1 80
測定結果5.4.3
大阪市の調査対象地区の総世帯数（住宅地図からの推定）は，分別実施地区が約 世帯，未400
260 782 1.3 439 1.1実施地区が約 世帯であり 分別実施地区で合計 袋 約 ｔ 未実施地区で合計 袋 約， ， ， ，




寝屋川市の調査対象地区の総世帯数（実数）は 世帯であり，合計 袋，約 ｔのごみを467 2,344 3.5




リットル程度のプラスチック製袋）が多かったものの， ～ （枚数比）はレジ袋であった。1/4 1/3
大阪市の普通ごみ，寝屋川市の可燃ごみ，大阪市の分別実施地区の容プラ以外の収集区分につい
ては，全て，レジ袋での排出がごみ袋での排出を上回っていた。特に大阪市の資源ごみ，寝屋川
市の缶・びんは収集頻度（ 回／ 週）に対して排出量が少ないと考えられ，レジ袋によって排出1 2
されている割合が ～ 割と高かった（表 。寝屋川市，大阪市の比較では，収集区分が細分6 8 5-4-1）
化されるほど，レジ袋を排出容器として使用する割合が高かった。
大阪市の分別実施地区の普通ごみのごみ袋 袋当たりの平均重量は ，寝屋川市の可燃ごみ1 3.5kg
のごみ袋 袋あたりの平均重量が約 であるのに対し，レジ袋の場合は 袋あたりそれぞれ約1 3.6kg 1
であった（表 。レジ袋が最も多用されている寝屋川市の缶・びんは，レジ袋 袋当た1.3kg 5-4-1 1）





調査枚数(枚) 192 324 73 589
調査量: 割合(％) 32.6% 55.0% 12.4% 100.0%
重量(kg/袋) 1.34 3.55 1.61 2.59
(標準偏差) 1.14 1.83 1.89 1.96
　 　9,168㍑ 容積(㍑/袋) 5.9 22.1 12.0 15.6
(標準偏差) 4.8 10.6 12.9 12.0
調査枚数(枚) 170 109 178 457
調査量: 割合(％) 37.2% 23.9% 38.9% 100.0%
重量(kg/袋) 1.38 3.17 2.18 2.12
(標準偏差) 1.23 1.95 2.22 1.96
　 　4,212㍑ 容積(㍑/袋) 3.8 16.8 9.8 9.2
(標準偏差) 3.8 11.3 11.1 10.4
調査枚数(枚) 6 0 23 29
調査量: 割合(％) 20.7% 0.0% 79.3% 100.0%
重量(kg/袋) 0.64 － 0.37 0.43
(標準偏差) 0.57 － 0.27 0.35
　 　　　2㍑ 容積(㍑/袋) 0.2 － 0.0 0.1
(標準偏差) 0.4 － 0.2 0.3
調査枚数(枚) 316 63 22 401
調査量: 割合(％) 78.8% 15.7% 5.5% 100.0%
重量(kg/袋) 1.05 2.37 1.49 1.28
(標準偏差) 0.89 1.52 1.72 1.17
   　2,612㍑ 容積(㍑/袋) 4.3 17.5 7.0 6.5
(標準偏差) 3.2 10.7 7.7 7.2
調査枚数(枚) 218 130 22 370
調査量: 割合(％) 58.9% 35.1% 5.9% 100.0%
重量(kg/袋) 0.33 0.81 0.45 0.50
(標準偏差) 0.16 0.41 0.33 0.36
   　5,437㍑ 容積(㍑/袋) 8.2 26.0 12.5 14.7
(標準偏差) 6.3 14.0 10.4 13.0
調査枚数(枚) 219 250 29 498
調査量: 割合(％) 44.0% 50.2% 5.8% 100.0%
重量(kg/袋) 0.28 0.86 0.31 0.57
(標準偏差) 0.22 0.46 0.25 0.46
　 　8,599㍑ 容積(㍑/袋) 6.7 27.3 10.8 17.3
(標準偏差) 6.2 10.8 9.6 13.5
調査枚数(枚) 3,694 4,389 1,064 9,147





































調査枚数(枚) 128 253 69 450
調査量: 割合(％) 28.4% 56.2% 15.3% 100.0%
重量(kg/袋) 1.28 3.46 1.54 2.55
(標準偏差) 1.15 1.85 1.56 1.93
　 　7,391㍑ 容積(㍑/袋) 5.7 22.2 15.0 16.4
(標準偏差) 3.9 10.8 12.1 12.0
調査枚数(枚) 121 51 17 189
調査量: 割合(％) 64.0% 27.0% 9.0% 100.0%
重量(kg/袋) 0.86 2.07 1.16 1.21
(標準偏差) 0.73 1.44 0.83 1.11
　 　1,525㍑ 容積(㍑/袋) 5.2 16.1 4.4 8.1
(標準偏差) 3.4 12.5 2.6 8.6
調査枚数(枚) 106 109 20 235
調査量: 割合(％) 45.1% 46.4% 8.5% 100.0%
重量(kg/袋) 0.25 0.70 0.40 0.47
(標準偏差) 0.15 0.36 0.29 0.35
　 　3,051㍑ 容積(㍑/袋) 5.9 20.6 8.6 13.0
(標準偏差) 3.1 9.9 8.0 10.3
調査枚数(枚) 90 217 45 352
調査量: 割合(％) 25.6% 61.6% 12.8% 100.0%
重量(kg/袋) 1.22 3.41 1.92 2.66
(標準偏差) 1.21 1.61 2.04 1.86
   　7,067㍑ 容積(㍑/袋) 7.2 25.8 18.2 20.1
(標準偏差) 7.1 10.2 16.0 13.2
調査枚数(枚) 59 22 6 87
調査量: 割合(％) 67.8% 25.3% 6.9% 100.0%
重量(kg/袋) 1.11 3.16 1.29 1.64
(標準偏差) 1.18 2.12 1.34 1.73
　   　958㍑ 容積(㍑/袋) 6.7 24.2 5.0 11.0
(標準偏差) 4.3 11.8 4.2 10.4
調査枚数(枚) 1,861 2,899 758 5,518
割合(％) 33.7% 52.5% 13.7% 100.0%
調査枚数(枚) 748 1,563 327 2,638
割合(％) 28.4% 59.2% 12.4% 100.0%

















（14日分） 　  229.46kg
容プラ










































されている割合は，大阪市の分別実施地区では枚数比で約 ％，重量比で約 ％，寝屋川市では16 17












出量を推定した。分別実施地区では，持ち出し袋 枚，小口まとめ袋 枚，両者合わせた二212 1,105
次利用袋 枚， が，未実施地区では，持ち出し袋 枚，小口まとめ袋 枚，両者合1,317 9.7kg 109 1,307
わせた二次利用袋 枚， が排出されていた。空袋は分別実施地区で 枚， ，未実1,416 9.7kg 473 2.3kg
施地区で 枚， であった。553 2.4kg
寝屋川市では，調査対象世帯数が確実に把握できていたため， 世帯 週間分に換算し，持ち80 4
出し袋 枚，小口まとめ袋 枚，両者合わせた二次利用袋 枚， の排出が推定で633 2,693 3,326 39.68kg




未実施地区で約 ％，寝屋川市で約 ％分（いずれも枚数比）であり，排出容器の中に捨てられ6 14
たレジ袋は比較的に削減の対象となり易いと考えられる。







































れた 袋についての結果を示す。 袋中には，子袋 袋，孫袋 袋，曾孫袋 袋，玄孫袋 袋があ19 19 96 44 6 1
147 103 1り 親袋の下の階層の合計は 袋 そのうちレジ袋は 袋あった なお 本調査では 親袋は， ， 。 ， ，
袋が青いごみ袋，残りは全て黒いごみ袋である。































































親袋 袋当たり，レジ袋が子袋として 枚，孫袋として 枚，曾孫袋として 枚，合計 枚1 4.2 1.1 0.2 5.4
。 ， （ ）。用いられていた レジ袋に次いで薄手の透明小袋が多く 親袋 袋当たり 袋であった 表1 1.8 5-5-1
薄手の透明小袋は，スーパーマーケット等のばら売り商品用やレジ後に自由に取ることができる
ロール状のポリ袋（ × 程度）およびその同等品であり，スーパーマーケット等ではタ20cm 30cm
イミーパックと呼ばれている。
460 330 290中身の入ったレジ袋の平均重量（中身を含む）は，子袋が ｇ，孫袋が ｇ，曾孫袋が




重量比で約 ％であった（表 。子袋が全く無かったのは 袋中 袋（直入れ率 ％）であ37 5-5-2 19 1 100）
った。最も低い直入れ率は重量比で ％で，親袋に直に入れられたごみはなく，親袋そのもの1.7
の重量が ％に相当した。1.7
子袋，孫袋についての平均直入れ率は，レジ袋の子袋で ％，孫袋で ％，薄手の透明小袋の88 94
子袋で ％，孫袋で ％であった。100 98
表 直入れ率（袋および直入れされた中身の重量の5-5-2
全体重量に対する比率）
子袋 孫袋 曾孫袋 玄孫袋 下の階層の袋合計
平均重量(kg) 0.46 0.33 0.29 － －
サンプル数 76 21 3 0 100
親袋1袋当たり
の平均枚数(枚) 4.2 1.1 0.2 0.0 5.4
平均重量(kg) 0.12 0.16 0.11 0.02 －
サンプル数 12 18 3 1 34
親袋1袋当たり
の平均枚数(枚) 0.7 0.9 0.2 0.1 1.8
平均重量(kg) 0.49 0.15 － － －
サンプル数 4 5 0 0 9
親袋1袋当たり
の平均枚数(枚) 0.2 0.3 0.0 0.0 0.5
平均重量(kg) 0.42 0.24 0.20 0.98 0.98
サンプル数 92 44 6 1 143
親袋1袋当たり















平均直入れ率 37.1% 89.1% 96.0%
















































































おむつ交換ごみ 便がついたティシュペーパーなど ○ ○
犬の糞 ○ ○






















①レジ袋の ～ ％が何かを入れて捨てられており（二次利用袋 ，何も入れずに排出72 74 ）
容器に捨てられたレジ袋（空袋）は ～ ％であった（図 。26 28 5-4-2）
14②指定袋制等を導入しておらず，収集区分が比較的細分化されている寝屋川市では，
％のレジ袋が排出容器（持ち出し袋）として利用されていた。排出量が少量の資源系
（ ）。 ，ごみへの使用が多かった 図 プラスチック製容器包装を分別している場合は5-4-2
普通ごみ・可燃ごみの排出容器として利用されているレジ袋（持ち出し袋）の平均重
量は約 ，平均容積は ～ リットルであった（表 。1.3kg 5.7 5.9 5-4-1）
③何かを入れて可燃ごみの排出容器中に捨てられるレジ袋（小口まとめ袋）が多く，枚
数比でレジ袋全体の 割前後を占めていた（図 。6 5-4-2）
④排出容器がごみ袋である場合に，親袋 袋について子袋以下の階層の袋が合計 袋用1 7.7
いられており，そのうちの 袋がレジ袋であった（表 。5.4 5-5-1）
⑤親袋への直入れ率は中身を含んだ重量比で約 ％であるが，残りの ％についても，37 63
中身により直入れ可能なものが多いと考えられる（表 。5-5-2）









査結果では，レジ袋大で薄手の透明小袋程度の厚さの市販のごみ袋が 人 日当たり1 1
（全ごみ量 人 日の ％）ごみ排出用に利用されていた 。日本でもレジ袋4.8g 873.2g/ / 0.6 16)




















口まとめ袋の削減率は，中身の比率に応じて図 に基づき，使用抑制で ％（ 湿った5-6-1 36 「
厨芥あり ％ 」および「その他 ％ 」の各 割と「乾いた厨芥あり ％ 「厨芥が(66 ) (11.6 ) 3 (7.8 )」，
(4.9 ) 64 (66 ) (11.6無く食品容器あり ％ を 残りの ％ 湿った厨芥あり ％ および その他」） ， （「 」 「
％ 」の各 割と「おむつ関係 ％ 「ペット関係 ％ ）を薄肉袋への代替で削減す) 7 (2.9 ) (6.8 )」， 」
るものと設定した。また，空袋は ％使用抑制するものとし，持ち出し袋は ％薄肉袋100 100
に代替するものとした。薄肉袋は，既存の袋の ％の重量とした（ ％削減 。80 20 ）



































































1,230 100% 1,230 8.50 0% 0 0.00 0.0
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不要物発生量 ( )x 10i
プレリサイクル量 ＝ ( )x r x 2P P Pi i i
自治体による資源物収集量 ＝ ( )x r x 3R R 0i i i
自家処理量 ＝ ( )x r x 4S S 0i i i
i i i i iごみとして処理される量 ＝（ － － － ）x 1 r r r xW P R S 0
＝ － － － ( )x x x x 50 P R Si i i i
※ を１人１日当たりとすると，自治体の人口規模に依らない比較が可能である。x
全組成（＝ ～ ）について合計すると，i 1 28
















































筆者が所属する機関で， (平成 )年に大阪府の「ごみ減量化に関する調査」を受託し，筆1991 3
者も一員である 名のチームで大阪府内のごみ減量可能量を推定し，実現可能な減量可能量を設3
定した。それらの数値は， (平成 )年 月に大阪府廃棄物減量化・リサイクル推進会議が策定1992 4 5
した「ごみ減量化・リサイクルアクションプログラム」における減量目標値の設定根拠として活


























とした今後の とした ＝ (平成 (平成2001 2001
市町村の現況 家庭系ごみ 家庭系ごみ )年度の )年度の13 13
減量化量の把握 減量可能量 減量可能率 家庭系ごみ 家庭系ごみ





基準に算出したごみ減量可能率が目標年度( (平成 )年度)における減量可能率と等しいもの2001 13
として，実績値データを用いた回帰分析で予測した平成 年度のごみ収集量予測値に乗じ，目標13























































258 72 36 29 17 213 37 662
紙 類 ﾌﾟﾗｽﾁｯｸ類 ｶﾞﾗｽ類 金属類 繊維類 厨芥類 その他 合 計
注) 図中の数値は，高槻市の調査結果から得られた１人１日当たりの重量であり，単位はｇ／人／日
)図 家庭から発生している不用物全体の概念図（大阪府高槻市： (平成元)年度）6-2-4 1988 10
- 83 -
本事例では，図 に示すように，減量可能量を今後新たな減量化が可能な量と定義し，既6-2-5










前記の方法により，市町村別に算出した目標年度（ (平成 )年度）の減量可能量から，表2001 13
に示すように，大阪府全体の減量可能量が約 千ｔと設定できた。6-2-1 475
自主的








れる資源 焼却・埋立等に 総ごみ 減量可能量




(Ｂ) 収集量 ( ) よるごみ処理量A
100減量可能率(％)＝ ×
(Ａ)









いる 人 日当 高槻市の場合市の集団回1 1
最大減量 実現可能 りの減量化量 収による平均回収量は·
目標値 回 減量 人日である｡この量20g/ /
収 目標値 は子供会だけであり，他
協 にも実施していると考え











減量可能量 推定排出量 既存減量化量 (既存減量分を除く家庭系
（千ｔ） （千ｔ） （千ｔ） ごみに対する減量可能率)
① ② ③ ④＝①／(②－③)
大阪市地域 ％117 746 3 15.7
北大阪地域 ％62 428 12 14.9
東大阪地域 ％74 521 16 14.6
南河内地域 ％22 180 7 12.5
泉州地域 ％67 474 8 14.5
府内合計 ％342 2,349 46 14.8
減量可能率 ④ 目標年度（ (平成 )年度）2001 13
(既存減量分を除く 家庭系ごみ 既存の減量化 既存ｼｽﾃﾑによる減 度家庭系ごみの
家庭系ごみに 量予測値 ⑤ 量の将来値 量化量を除く家庭 今後の減量可能
対する減量可能率) （千ｔ） ⑥ (千ｔ) 系ごみ量 ⑦(千 ) 量 ④×⑦ (千 )t t
15.7 973 4 969 152大阪市地域 ％
14.9 600 16 584 87北大阪地域 ％
14.6 740 23 717 105東大阪地域 ％
12.5 284 11 273 34南河内地域 ％
14.5 679 11 668 97泉州地域 ％












































































































































要がある。例えば， では， (昭和 )年度を基準年度，同年度の発生抑制量・発生拡大6.5 1982 57
量，転換増減量を「 」とし，同年度から 年後の (平成 )年度の増減（変化量）につい0 20 2002 14
て定量化を試みた。その場合，上記の定義で「不用物中に有った 「不用物中に無かった」とい」
う点については， (昭和 )年度に有ったか無かったかを基準とした。 では，モデル的1982 57 6.5






的）に分け，再使用・再資源化をリサイクルとしてまとめ 「私的リサイクル 「私的処理 「公的， 」 」



























































【 基準年度 】 【ｉ年度】
図 発生抑制等を組み込んだごみ量の概念6-3-4
- 90 -
図 をモデル式に置き換えると，不用物発生量Ｇ について，( )～( )式のように表すこ6-3-4 1 3ｉ




Ｇ ＝ Ｇ －Ｒ ＋Ｅ ＋ＣＩ －ＣＤ ( )ｉ ０ ｉ ｉ ｉ ｉ 1
＝ ＨＲ ＋ＳＤ ＋ＳＲ ＋ＰＲ ＋ＰＤ ( )ｉ ｉ ｉ ｉ ｉ 2
Ｇ ＝ ＨＲ ＋ ＳＤ ＋ ＳＲ ＋ ＰＲ ＋ ＰＤ ( )０ ０ ０ ０ ０ ０ 3
Ｇ ：ｉ年度の不用物発生量（ ）ｉ generation
Ｒ ：ｉ年度の発生抑制量（ ）ｉ reduction
Ｅ ：ｉ年度の発生拡大量（ ）ｉ expansion
ＣＩ ：ｉ年度の転換増量（ ）ｉ increase with conversion
ＣＤ ：ｉ年度の転換減量（ ）ｉ decrease with conversion
ＨＲ ：ｉ年度の私的リサイクル量（ ）ｉ home recycling
ＳＤ ：ｉ年度の私的処理量（ ）ｉ self disposal
ＳＲ ：ｉ年度の準公的リサイクル量（ ）ｉ semipublic recycling
ＰＲ ：ｉ年度の公的リサイクル量（ ）ｉ public recycling
ＰＤ ：ｉ年度の公的処理量（ ）ｉ public recycling
Ｇ ：基準年度の不用物発生量（ ）０ generation
ＨＲ ：基準年度の私的リサイクル量（ ）０ home recycling
ＳＤ ：基準年度の私的処理量（ ）０ self disposal
ＳＲ ：基準年度の準公的リサイクル量（ ）０ semipublic recycling
ＰＲ ：基準年度の公的リサイクル量（ ）０ public recycling
































考に，利用分野を「飲食・たばこ 「家具・家事 「衣料・身の回り用品 「教育・教養・娯楽」」 」 」









































類 型 容器包装 情報媒体物
利用分野 使用済み商品 使い捨て商品 未利用商品
・食品容器 ・茶殻･珈琲かす ・出汁パック袋 ・手をつけずに ・ラベル飲食・喫煙
・食品包装 ・出汁がら ・ｺｰﾋｰﾌｨﾙﾀｰ 捨てた食品(飲食に供され
・持ち帰り用包装 ・たばこの灰･ﾌｨﾙﾀｰ ・食べ残しる食品･たばこ)
・贈答品等の装飾用包装 ・食品の非可食部(調 ・果菜の皮 根菜,
・たばこの包装 理くず) の葉など
・食器・掃除用具等の家 ・家庭用耐久財 ・掃除用品 ・家庭用耐久財 ・ラベル家具・家事
事用品の包装 ・室内装備・装飾品 (使い捨て雑 ・室内装備・装 ・取扱説明書（家具・家事に
・家庭用消耗品容器 ・寝具類 巾など) 飾品必要な商品）
・家庭用消耗品包装 ・家事雑貨 ・使い捨て食器 ・寝具類
・持ち帰り用包装 ・食器類 (使い捨て皿・ ・家事雑貨












・教養娯楽用耐久財の包 ・教養娯楽用耐久財 ・ペット用品 ・教養娯楽用耐 ・新聞教育・教養
装 ( 機器･楽器･ﾊﾟｿ (ﾄｲﾚｼｰﾄ･猫用 久財 ・書籍・娯楽 AV








・医薬品の容器包装 ・医療用品(めがね･ ・保健用消耗品 ・医薬品 ・ラベル保健医療
・保健医療用品容器包装 医療器具 等) (紙おむつ・生 ・保健用消耗品 ・取扱説明書・美理容
・美理容用品の容器包装 ・保健用消耗品(ﾏｽｸ 理用品 など) ・美理容用品(保健医療用品

















































エチレンが国産化し，ポリプロピレンについても (昭和 )年には国産化した。国産の安価1962 37
なプラスチック材料の出現により，プラスチックが容器包装にも多量に使用されるようになっ
た。
プラスチック製包装用フィルム（袋）は， (昭和 )年に登場したインスタントラーメン1958 33
の包装として需要が喚起され，その後，発生拡大と転換増が進んだ。インスタントラーメンは



































入りのインスタントカレーが (昭和 )年に発売され，翌年，アルミ箔を複合したレトルト1968 43
パウチ入りのインスタントカレーの販売により，大幅に普及した。レトルトパウチよりもやや
早く，二軸延伸ポリプロピレンフィルム（袋）が市場に出ており（ (昭和 )年)，また，1964 39

































































正化推進要綱」を (昭和 )年に策定し，トレイ包装に対する自主基準として，翌 (昭1972 47 1973






気体燃料の容器として (昭和 )～ (昭和 )年頃に販売が開始された。販売開始前にゼ1969 44 1970 45





















日本で最初の高級アルコール系中性洗剤は (昭和 )年に発売され，弱アルカリ性合成洗剤1937 12
は (昭和 )年に初めて発売された。高級アルコール系シャンプーは， 年代中頃に登場1951 26 1950
している。また， (昭和 )年には，台所用として粉末タイプの洗剤が登場した。その後，1956 31

































































































飲料を販売するための容器は， 世紀末以来ガラスびんが主流であったが， 年代に金属19 1950
缶が登場し，ペットボトルは (昭和 )年に食品衛生法の改正により飲料容器としての使用1982 57
が認められたことにより普及した。紙製容器は， (昭和 )年に牛乳のワックスカートン容1962 37
器が登場し， (昭和 )年には清涼飲料水用としてポリエチレン加工紙の容器が認可され，1968 43





金属缶は観光地等における散乱性が問題となり， (昭和 )年に京都市で「京都市飲料容1981 56
器の散乱の防止及び再資源化の促進に関する条例（通称：あき缶条例 」が制定されるなどの対）
応がとられた。一方で， (昭和 )年に静岡県沼津市が分別収集を導入して以降，金属缶を1975 50













1870 (明治 3) 洋酒の輸入が始まり、あきびんの再使用が行われる ●
1872 (明治 5) 国産ビールびんが登場 ●
1885 (明治22) 牛乳へのびんの使用を開始 ●
1892 (明治25) ラムネ玉びんの国産化 ●
1900 (明治33) 王冠栓付き国産ビールが登場 ●
1900前後 (明治32～34) びん詰め清酒が普及する ●
1904 (明治37) 王冠栓付きサイダー発売 ●
1954 (昭和29) スチール缶入りオレンジジュース発売 ●
1952 (昭和27) 正四面体の紙製容器が登場 ●
1956 (昭和31) 紙容器入り牛乳が登場 ●
1958 (昭和33) スチール缶入りビール発売 ●
1959 (昭和34) スチール缶入りトマトジュース発売 ●
1960 (昭和35) スチール缶入り炭酸飲料発売 ●
1962 (昭和37) ワックスカートン入り牛乳が登場 ●
1965 (昭和40) 屋根型の紙製容器を導入 ●
缶にプルタブが採用される ●
100円硬貨の導入（→自動販売機の普及拡大） ●
1968 (昭和43) ポリエチレン加工紙が飲料容器として食品衛生法で認可 ●
缶コーヒー発売 ●
テトラパック入り果汁飲料が登場 ●
1971 (昭和46) アルミ缶入りビール発売 ●
1974 (昭和49) 紙製容器入り天然果汁飲料発売 ●
1976 (昭和51) ホット＆コールド兼用自動販売機が登場 ●
牛乳で、紙製容器化率がびんを抜く ● ●
紙容器入り清酒、コーヒー飲料が登場 ●
1979 (昭和54) 200ミリリットル紙製容器にストロー付きのものが登場 ●
1981 (昭和56) 缶入りウーロン茶発売 ●
1982 (昭和57) ペットボトルが清涼飲料用として食品衛生法で認可 ●
缶入り緑茶発売 ●
酒類でペットボトルを採用 ●
1990 (平成 2) 飲料缶でステイオンタブが普及 ●
1996 (平成 8) 小型ペットボトルの自主規制廃止 ●
1999 (平成11) 加温用ペットボトルが登場 ●

















時期(年) ＰＥＴ化製品 容器材料の変遷 変遷・ＰＥＴ化の主な理由
1975 目　 薬 ガラス→ﾎﾟﾘｶｰﾎﾞﾈｰﾄ,ﾎﾟﾘｱﾘﾚｰﾄ,PET 割れない,保存性
しょう油 ガラス→塩化ﾋﾞﾆｰﾙ→多層成型品,延伸PET,塩化ﾋﾞﾆｰﾙ 軽量性,割れない
化 粧 品 ガラス→塩化ﾋﾞﾆｰﾙ,無添加ﾎﾟﾘｴﾁﾚﾝ,ﾎﾟﾘｽﾁﾚﾝ,PET,　　　　高ﾆﾄﾘﾙ樹脂 耐薬品性,保香性,(透明性)
ドレッシング ガラス→多層成形品,延伸PET 軽量性,割れない
台所用洗剤 金属缶→高密度ﾎﾟﾘｴﾁﾚﾝ,ﾎﾟﾘﾌﾟﾛﾋﾟﾚﾝ,延伸PET さびない,表面光沢,耐薬品性,透明性
食 用 油 金属缶,ガラス→塩化ﾋﾞﾆｰﾙ→多層成形品,延伸PET 軽量性,保存性,臭い
ソ ー ス ガラス→塩化ﾋﾞﾆｰﾙ→延伸多層,延伸PET,塩化ﾋﾞﾆｰﾙ 軽量性,保存性,(透明性)
酢 ガラス→延伸PET,ガラス 軽量性,保存性
み り ん ガラス→延伸PET,ガラス 軽量性,保存性
清   酒 ガラス→塩化ﾋﾞﾆｰﾙ→ｶﾞﾗｽ,金属缶,紙容器,延伸PET 塩化ﾋﾞﾆﾙﾓﾉﾏｰ問題,軽量性,保存性,耐圧性,保香性,保存性,遮光性,熱充てん
生ビール ガラス,金属缶,延伸PET 軽量性,保存性,耐圧性,遮光性,時代志向








昭和31年 昭和33年 昭和43年 昭和45年 昭和48年 昭和50年以降
〔紙ﾊﾟｯｸ不振の原因〕 〔再脚光の背景〕 〔低普及率の原因〕 〔急速普及の背景〕 〔＊〕 〔＊＊〕 〔＊＊＊＊〕
・生産ｺｽﾄ高 ・ﾋﾞﾝづめ牛乳の ・紙容器のｺｽﾄ高 ・流通段階におけ ・中小ﾌﾟﾗﾝﾄによ ・販売店自身が ・ｽｰﾊﾟｰの牛乳
・輸送に際して破損 　流通ｺｽﾄ高 　ex.ﾋﾞﾝ0.562円 　る労働力不足か 　るｽｰﾊﾟｰのﾌﾟﾗｲ 　大型化･ﾜﾝｳｪｲ 　取扱量が全体
・販売店のﾏｰｼﾞﾝが ・販売面における 　 紙容器1.88円 　らくる販売店の 　ﾍﾞｰﾄﾌﾞﾗﾝﾄﾞ牛 　による配達の 　の30％以上に
　ﾋﾞﾝに比べて少ない 　労働力不足 　(ともに180cc 　ﾏｰｼﾞﾝの増加要請 　乳の出現 　合理化をめざす 　なることと
・ｽｰﾊﾟｰﾏｰｹｯﾄが 　(経費における 　 当たり)農林省 ・ほぼ毎年実施さ ・ｽｰﾊﾟｰ,生協等 　  ｽｰﾊﾟｰﾏｰｹｯﾄ 　呼応
　未発達 　人件費の増大) 　試算(昭和42年) 　れる牛乳販売価 　のﾜﾝｳｪｲ容器の 　  との対抗
・中身が見えない 　流通ｺｽﾄ削減 　格値上げに対す 　取扱いの増加
　ことによる 　合理化の要請 　る消費者ｻｲﾄﾞから ・中小ﾒｰｶｰ同士の
　消費者の不安 ・紙容器のﾒﾘｯﾄ 　のﾜﾝｳｪｲ化の要請 　協業化
　 回収,洗ﾋﾞﾝ ・酪農先進国の 　(ﾜﾝｳｪｲ化により) 〔＊＊＊〕
　 作業が不用 　ﾜﾝｳｪｲ化の動向 ・消費者の行動





























































1991 1996 1997 1998 1999 2000
平成3 平成8 平成9 平成10 平成11 平成12
(A) (B) (B-A) (B-A)/A
リターナブルびん(a) 3,862 2,641 2,405 2,203 1,993 1,786 ▲ 2,076 ▲ 53.8
　缶 2,444 3,211 3,226 2,873 2,636 2,452 8 0.3
　樽 547 912 987 1,020 1,096 1,163 616 112.6
　小　計 2,991 4,123 4,213 3,893 3,732 3,615 624 20.9
6,853 6,764 6,618 6,096 5,725 5,401 ▲ 1,452 ▲ 21.2
リターナブルびん(a) 701 525 499 474 456 437 ▲ 264 ▲ 37.7
　紙パック 4,135 4,342 4,245 4,104 3,996 3,936 ▲ 199 ▲ 4.8
　その他 134 182 198 206 205 199 65 48.5
　小　計 4,269 4,524 4,443 4,310 4,201 4,135 ▲ 134 ▲ 3.1
4,970 5,049 4,942 4,784 4,657 4,572 ▲ 398 ▲ 8.0
リターナブルびん(a) 187 81 74 66 60 56 ▲ 131 ▲ 70.1
　び　ん 266 273 228 186 178 157 ▲ 109 ▲ 41.0
　缶 976 911 962 871 771 677 ▲ 299 ▲ 30.6
ペットボトル 690 606 732 797 900 939 249 36.1
　小　計 1,932 1,790 1,922 1,854 1,849 1,773 ▲ 159 ▲ 8.2
2,119 1,871 1,996 1,920 1,909 1,829 ▲ 290 ▲ 13.7
リターナブルびん(a) 1,095 830 738 667 ▲ 428 ▲ 39.1
　カップ 48 63 63 60 12 25.0
　紙パック 234 360 360 367 133 56.8
　小　計 282 423 423 427 145 51.4
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産化されているが，一般的な普及は，トイレの水洗化に伴うところが大きい。 (昭和 )年1973 48
の第一次石油ショックの際に，全国的なトイレットペーパーの買い貯め騒動が起こったが，現
1953在は，その当時の３倍以上のトイレットペーパーを消費している。ティシュペーパーは，
(昭和 )年に初めての国産品が販売され， (昭和 )年に箱入りのティシュペーパーが発売28 1964 39
された。それ以前から京花紙（パルプ ％ ，ちり紙（古紙）があったが，ティシュペーパー100 ）
の普及により，タオル・布巾やハンカチなどの布類が担っていた用途にまで使用されるように
なっていった。図 にトイレットペーパーおよびティシュペーパーの生産量の推移を示し6-4-11





紙おむつは，日本では (昭和 )年に，現在とほぼ同じ構造と機能のものが発売された。1963 38
その後， (昭和 )年におむつカバー不用の紙おむつが発売され， 年代にはパンツタイ1977 52 1990
プのものが登場した。その間， (昭和 )年に高分子吸収材が採用されたことにより，吸収1983 58
体の重量の削減が可能となり，取り替え回数も減ることとなった。
大人用の紙おむつは，病院などの限られた場所で 年代から使用されていたが， (昭1960 1983








































































拡大が著しい（図 。日本で初めてドッグフードが生産されたのは (昭和 )年であ6-4-13 1960 35）
り，猫用缶詰は (昭和 )年に登場した。また，パルプ製の猫用のトイレ砂が発売されたの1969 44
は (昭和 )年である。それ以前は，犬・猫の大半を屋外で飼育し，餌として人間の食べ残1975 50
しや非可食部などを与えていた。ペットフードの普及は増加傾向で推移し， (平成 )年度2002 14
資料：ペットフード産業実態調査(農林水産省)


























































































































は犬が約 ％，猫が約 ％となっている（図 。39 69 6-4-14）
ペットフードの普及によって，缶詰などの容器包装がごみとして発生拡大している。また，
ペットフード以外の猫用トイレ砂やトイレシートなどの使い捨て商品の発生拡大もみられる。









紙製の情報媒体物については，例えば書籍の出版点数は ～ 年頃をピークに減少傾向1996 1997














1994 1995 1996 1997 1998 1999 2000 2001 2002 2003
33.0
36.5 37.3

























































































注）インターネットは (平成 )年度から，ＤＭ(リーフレット)は (平成 )年度からの調査対象である。1999 11 2001 13
資料：通信販売ファクトブック 年版（(社)日本通信販売協会 ( )）2003 2003
図 日本通信販売協会会員企業の広告費の媒体別割合6-4-16
超々軽量紙 超軽量紙 軽量紙 普通紙 重量紙
(40グラム) (43グラム) (46グラム) (49グラム) (52グラム)
1993 (平成 5) 52,433,451 3,241,505 － 74.5% 23.5% 1.2% 0.8%
1994 (平成 6) 52,600,502 3,260,330 － 81.1% 17.1% 1.0% 0.8%
1995 (平成 7) 52,854,538 3,429,114 － 81.5% 16.3% 1.1% 1.1%
1996 (平成 8) 53,555,803 3,502,479 － 85.8% 12.0% 1.1% 1.2%
1997 (平成 9) 53,765,074 3,565,020 － 87.2% 10.6% 1.0% 1.1%
1998 (平成10) 53,669,866 3,634,203 － 89.3% 8.8% 1.1% 0.9%
1999 (平成11) 53,757,281 3,646,655 － 91.1% 6.9% 1.2% 0.8%
2000 (平成12) 53,708,831 3,801,988 2.1% 90.8% 5.2% 1.1% 0.8%
2001 (平成13) 53,680,753 3,832,428 5.3% 86.2% 6.1% 1.1% 1.3%
2002 (平成14) 53,198,444 3,936,058 5.5% 84.2% 7.9% 1.1% 1.3%














































（ 家計の食料・飲料・煙草支出－煙草販売額）＋（外食産業市場規模 ］は， (昭和 )（ ）） 1975 50
年に ％であったものが， (平成 )年は ％となった（図 。また，食の外部化27.8 2002 14 36.3 6-4-17）
率［ 外食産業市場規模）＋（料理品小売業 ）／（ 家計の食料・飲料・煙草支出－煙草販売（（ ） （
額）＋（外食産業市場規模）＋（料理品小売業 ］は ％から ％に 割増となった。）） 28.4 43.6 5
家計消費からみても，調理済み食品を購入（いわゆる中食）する回数が，主食的なもの以外
で (昭和 )年に 世帯当たり年間 回であったものが (平成 )年には 回に1986 61 100 11,778 2002 14 15,791
6-4-18 1986 61 100増加した（図 。主食的調理食品についてはさらに増加率が高く， (昭和 )年に）








1981年 1992年 1997年 2002年
(昭和56) (平成4) (平成9) (平成14)
野菜の皮 6.7 6.3 6.9 10.2
野菜くず,芯 10.7 8.3 18.5 15.4
果物の皮 14.2 12.1 13.7 15.8




卵殻 2.9 1.9 2.3 1.6
その他(分類不能) 14.3 18.4 5.8 8.1
小計 59.8 52.9 52.8 55.5
手つかず厨芥 9.4 13.9 13.4 11.1
パン類 1.4 1.8 0.6
菓子類 0.1 0.6
肉類 1.7 1.4 1.1 0.5
野菜類 1.6 6.0 5.2











小計 7.8 6.9 7.3 4.9
流出水分 4.6 2.7 4.2 0.8














































































































































































ごみ中の用途別詳細組成を期間をおいて観察・測定することにより 発生抑制 発生拡大 転，「 」「 」「
換増・減」の定量的な傾向が把握できる可能性がある。ここでは， (平成 )年度とその 年2003 15 20
前である (昭和 )年度の 時点について，家庭系ごみ用途別詳細組成調査の結果を比較する1983 58 2
ことで，その間のごみの発生抑制，発生拡大，転換増・減の傾向の把握を試みた。用いた用途別
詳細組成調査の結果は， (昭和 )年度から京都市で実施されている京都市家庭ごみ細組成調1980 55





(昭和 )年度当時は，大型ごみを除いて家庭ごみの分別収集が行われておらず， 回／週1983 58 2
の混合収集であった。ただし， (昭和 )年 月から，市内 箇所のモデル地区で家庭ごみの1974 49 7 11
分別収集のテスト実施としてびん・缶のコンテナ収集を行っており，このモデル地区での収集は
(平成 )年 月に空きびん分別収集が全市で実施されるまで継続した後，全市での空き缶・1996 8 10
空きびん収集に統合された。空き缶分別収集は， (昭和 )年 月に上京区，中京区，東山区1987 62 4
で開始され，その後順次対象区を拡大して (平成 )年 月に左京区に拡大して全市実施が完了1992 4 9
した。
(平成 )年度の家庭ごみの収集区分は 定期収集 可燃ごみ： 回／週 資源ごみ収集 缶2003 15 2， （ ）， （
・びん・ペットボトル： 回／週 ，小型金属収集（ 回／月）を全市で実施しており，一部地域1 1）
（各区概ね 世帯ずつ合計約 世帯）でその他プラスチック製容器包装のモデル収集を行1,000 14,000
っている。また，大型ごみは電話申込制により有料で収集している。ペットボトルの収集および
1997 9 10 2002 14 10大型ごみの有料制は (平成 )年 月に開始された。また，小型金属収集は (平成 )年
月に開始された。
用途別詳細組成調査の方法6.5.1.2













細分類項目を設け 全体として (昭和 )年度は約 項目 (平成 )年度は約 項目 び， ， （1983 58 210 2003 15 350
んの色別分類の項目数を除く）に分類した。
調査対象とした分別収集区分は (昭和 )年度が定期収集ごみ 混合ごみ (平成 )， （ ），1983 58 2003 15
年度が家庭ごみ（可燃ごみ ，資源ごみ，小型金属の 区分で， (平成 )年度の 区分を合わ） 3 2003 15 3
せると (昭和 )年度の定期収集ごみの内容と一致すると考えられる。各々の収集区分につい1983 58
て， 収集日のごみを調査対象とした。1
- 108 -
分類および測定は，地区別・収集区分別に実施し， (昭和 )年度は 地区の測定結果の合1983 58 3




［ (昭和 )年度調査のサンプリング対象およびサンプリング量］1983 58
調査は， (昭和 )年 月に実施した。ヒアリングを実施し，ごみをサンプリングした1983 58 10
世帯数は 世帯であった。なお， 地区でびん・缶のモデル分別収集を実施していたことか191 1
ら，それについても測定を行い，世帯数と貯留日数を補正して定期収集ごみの調査データに
加えた。調査を行った定期収集ごみ量は 袋， ，モデル分別収集の補正後の調査362 1,149.1kg
量は であった。17.5kg
［ (平成 )年度調査のサンプリング対象およびサンプリング量］2003 15
調査は， (平成 )年 ～ 月に実施した。ヒアリングを実施し，可燃ごみをサンプリ2003 15 10 11
ングした世帯数は 世帯であった。また，資源ごみおよび小型金属については，可燃ごみ187
に関するヒアリング対象者が利用するステーションに排出された全ての資源ごみ・小型金属
。 ， ， ， ，を調査対象とした 調査を行った可燃ごみ量は 袋 ｔ 資源ごみ量は 袋275 854.1 448 413.2kg
小型金属の量は 袋， であった。21 30.0kg
20年間のごみ排出量および組成の変化6.5.2
京都市家庭ごみ細組成調査では，家庭から排出された時点で，排出者に家族人数と排出頻度を
ヒアリングし，排出されたごみと対応させて 人 日あたりの排出原単位を算出している。家庭系1 1
ごみ全体の排出原単位の推移は，図 のとおりである。なお，調査は (昭和 )年度から6-5-1 1980 55
毎年実施しているが，収集区分の変更に伴って資源ごみに関するヒアリング調査を行っていない
年度があり，その時期のデータは欠損している。排出原単位は徐々に増加したものの，近年，減
少傾向がみられ， (昭和 )年度の ／人／日と比較すると (平成 )年度は ／1983 58 494.5g 2003 15 484.1g
10g 1983 58 4.3人／日と約 減少している。容積は重量に比べて近年の減少が少なく， (昭和 )年度の
ℓ／人／日からは (平成 )年度で ℓ／人／日と増加している。2003 15 4.5
その間，調査対象世帯の世帯人員数は図 に示すように (昭和 )年度調査で 人であ6-5-2 1983 58 3.7
ったものが (平成 )年度調査で 人と減少している。世帯人員数が少ないほどごみ量が大2003 15 2.9
きくなる傾向があるが，実際には，排出原単位が減少していることから，最近のごみ減量傾向は
実際の数値以上であると考えられる。











































































































































































ものが， (平成 )年度調2003 15













成分別・使用用途別の詳細な組成項目での 人 日当たりの排出原単位について， (平成 )1 1 2003 15
（ ）年度調査と (昭和 )年度調査の差が大きなもの および ℓ以上の増減がみられた項目1983 58 2.5g 30m
は図 および図 のようになった。6-5-5 6-5-6
































































図 変化が大きかった用途別詳細組成項目（ 年度の 年度に対する重量の増減）6-5-5 2003 1983
図 変化が大きかった用途別詳細組成項目（ 年度の 年度に対する容積の増減）6-5-6 2003 1983
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そして 年が過ぎた。残念ながら， 年の時間を経て，ごみは増加し，ごみ質は多様なものに20 20
変化した。筆者自身もその間，多くのごみを発生させた。削減の努力はしてきたつもりであるが，












































その結果，ごみ中のレジ袋の実態として，枚数比で ～ ％が何かを入れて捨てられた72 74
レジ袋（二次利用袋 ，残りの ～ ％は空袋であることが把握できた。また，二次利用） 26 28
袋を，排出容器（持ち出し袋）と何かを入れて排出容器の中に捨てられたレジ袋（小口ま
とめ袋）に分けると，ごみ中のレジ袋の ～ ％が持ち出し袋であった。小口まとめ袋は，12 14
排出容器（親袋）に直接入れられるもの（子袋）だけではなく，子袋に入れられる孫袋，
さらにその中の袋…がある。測定結果では，親袋 袋当たり子袋 袋，孫袋 袋，曾孫袋1 4.2 1.1
袋が用いられ，約 ％の小口まとめ袋に湿った厨芥が入れられていた。0.2 66
測定結果からの試算によって，ごみ中のレジ袋の削減可能性を検討し，使用抑制および




























































)図 補 清掃事業の目標とその歴史的変遷-1-1 2
廃棄物に関する法律等におけるごみ減量の位置づけを以下に整理し，表補 にまとめた。-1-1
1900 33 1954(明治 )年に「汚物掃除法」が制定されて，汚物収集と処分が市の義務と定められ，
(昭和 )年制定の「清掃法」を経て， (昭和 )年制定の「廃棄物の処理及び清掃に関する法29 1970 45
律（廃棄物処理法 」で，市町村が一般廃棄物の処理の責務を負うことが定められた。 (平成） 1991















































































































































経済面の状況としては， (平成 )年にバブル崩壊が起こり，それまでの右肩上がりの経済1990 2
成長が下落の方向に転じている。しかし，バブル期のごみの増加が顕著であり， 年代の後半1980
には，市町村で資源ごみ分別収集等のごみ減量対策が導入され始め，国でも審議会の場などでご
み減量，リサイクルについての検討が行われた。その成果が， (平成 )年の廃棄物処理法改1991 3


















これらの方向性を受け，まず， (平成 )年に「容器包装に係る分別収集及び再商品化の促1995 7
進等に関する法律（容器包装リサイクル法 」が制定され，容器包装という特定の用途に用いられ）
て捨てられるごみを対象としたリサイクルが，関係する事業者及び市町村に役割を分けて義務づ































れなければならない 」と定められていた “計画”という用語が使われているが，収集頻度や収。 。
集ルートを定める事業実施計画を指しているものと解釈でき，清掃法の制定以前から，ごみ収集
や処分の事業実施のために，各市町村が何らかの実施計画を持って取り組んできたものと想像で
きる。なお，国レベルでは 「廃棄物処理施設整備緊急措置法」に基づいて (昭和 )年に廃， 1963 38
棄物処理施設整備計画が策定され，その後， (平成 )年まで 次にわたって同計画が策定さ2003 15 9
れている。




法律や政省令では “一定の計画”の内容が規定されず， (昭和 )年に，厚生省環境衛生， 1977 52
局水道環境部長から各都道府県知事に通達された「一般廃棄物処理事業に対する指導の強化につ
いて（環整 号 昭和 年 月 日 」の中で，一般廃棄物処理計画に関することとして長期計画94 52 11 4 ）
と年次計画を策定することなどが求められた。同時に，厚生省環境衛生局水道環境部環境整備課
長から各都道府県一般廃棄物処理担当部（局）長に「一般廃棄物処理事業に対する指導に伴う留





担当部（局）長に「一般廃棄物処理基本計画の策定について（環整第 号 昭和 年 月 日 」60 61 3 20 ）
が通知された 。 (昭和 )年の通知における長期計画の主旨をさらに充実したものにすると5) 1977 52
いうことで 「本計画の策定に当たつては，施設整備のみにとどまらず，今後ますます重要となる，
であろう廃棄物の減量化，資源化，有効利用，収集・運搬の効率化等の推進による処理経費の削
減・・ 略 ・・それを実現するための現実的かつ具体的な施策を総合的に検討することが求めら（ ）
れるものであること 」と示されていた。このことから， (昭和 )年の通知以降の市町村の。 1977 52
一般廃棄物処理基本計画策定状況では，廃棄物の減量化等の検討や計画内容への反映が不十分で
あったことがうかがえる。






いた事業の推進が重要となったことを背景に， (平成 )年に三度目の通知が出された。これ1990 2
が，各都道府県知事あての厚生省生活衛生局水道環境部長からの通知「廃棄物の処理及び清掃に
6 1 21 2 2関する法律第 条第 項に規定する一般廃棄物の処理に関する計画について（衛環 号 平成 年
月 日 」および (昭和 )年の通知（環整 号）の改正（衛環 号 平成 年 月 日）である。1 1977 52 95 22 2 2 1）




(平成 )年の廃棄物処理法改正における一般廃棄物処理計画に関する規定の充実は (平成 )年3 1990 2
の改正通知が動機となっているとしている 。4)



















(平成 )年の廃棄物処理法改正を受けて (平成 )年に出された厚生省生活環境審議会廃1991 3 1992 4
棄物処理部会廃棄物減量化・再生利用専門委員会の報告書「ごみの減量化・再利用対策の推進に
ついて」では “減量目標値”という項を設けて 「ごみの減量対策を効果的に進めるためには，， ，
ごみの減量目標及びその達成方策を設定し，積極的な排出抑制，再生利用対策を計画的に講ずる
ことが必要である 」と示され “排出抑制の目標値 “再生の目標値”を定量的に設定すること。 ， ”，
が求められている。この“排出抑制の目標値”は発生抑制の取り組みも一部は視野に入れている
が，ごみとして排出される量を基準として設定するものであった。
改正された第 条の内容の具体化のため， (平成 )年，厚生省の各都道府県廃棄物処理担当6 1993 5
部（局）長宛の通知「廃棄物の処理及び清掃に関する法律第 条 項の規定に基づくごみ処理基本6 1
計画の策定に当たっての指針について（衛環第 号 平成 年 月 日 」において 「ごみ処理基83 5 3 15 ） ，
本計画策定指針」が示された。現在，これが市町村のごみ処理基本計画の最新の指針である。同
指針は，基本的にはそれまでに法律・通知等で示されていた一般廃棄物処理基本計画に対する考





方針（第 条 項 ：環境大臣は廃棄物の排出の抑制，再生利用等による廃棄物の減量その他その5 2 ）
適正な処理に関する施策の総合的かつ計画的な推進を図るための基本方針を定めなければならな
い 」という条項の追加などの改定が行われた。この基本方針は (平成 )年に定められ，公。 2001 13
表されている。国のごみに対する取り組み方向や“減量化の目標量”等が示され，市町村のごみ
処理基本計画の上位にある計画と位置づけられる。
循環型社会形成推進基本法に規定された「循環型社会形成推進基本計画」は， (平成 )年2003 15

















等がある。それぞれの計画の特性に応じて，計画期間および計画対象は， ～ 年間の長期計画，10 15
～ 年間の長期の行動計画， ～ 年間程度の個別事業推進に関する計画，単年度の実施計画な10 15 3 5
どのタイプがある。ごみに関する諸計画を表補 に整理した。-1-2
表 補 ごみに関する諸計画の概要-1 2-
計画期間 計画の対象・概要
当該区域におけるごみの取り扱いに関して市町村が策定する
一般廃棄物処理基本計画 ～ 年以上10 15
策定する最も基本的な計画
一般廃棄物処理実施計画 単年度 基本計画を実施するための単年度ごとの計画
ごみ減量計画 ～ 年間程度 市民・事業者・行政の三者によるごみ減量の取り組み等5 10
施設整備計画 施設整備時期 整備施設の規模，内容，整備方法等
事業経営計画 単年度～事業期間 コスト管理・収支管理にもとづく財政面の計画





































































































) 環境庁，環境省：公害白書（昭和 ～ 年 ，環境白書（昭和 ～平成 年 ，循環型社会白1 44 45 46 15） ）
書（平成 ～ 年）13 15
) 石川禎昭：これからの廃棄物処理と地球環境， 中央法規 ( )2 pp16 1992
) 通商産業省立地公害局編：リサイクル法の解説，(財)通商産業調査会（ ）3 1993
) 粕谷明博：廃棄物処理計画について－ごみ処理基本計画策定指針を踏まえての考え方－，都4
市清掃 第 巻，第 号， （ ）47 201 pp.361-364 1994
) 月刊廃棄物編集部：廃棄物の計画的な処理推進について都道府県知事宛に通知，月刊廃棄物5
第 巻，第 号， （ ）16 7 pp112-114 1990
) 小泉春洋：ごみ減量・リサイクル計画の展開，廃棄物学会第 回研究発表会・小集会発表論文6 3
集 （ ）pp41-48 1992








































です。 日のごみ調査で ～ 人は調査に参加したはずであり，筆者が関わったごみ調査に参加1 15 20
したのべ 人を超える人達，また，筆者の知らないところで行われてきた幾多のごみ調査の関3000
係者にも深い感謝を捧げます。調査参加者のある人は大学教員になり，ある人は行政職員，ある
人は環境関連企業の社員など，何人かの方々が廃棄物に関わる進路に進まれました。それらの方
々には，今でも多くのご教示を頂いています。
さらに，本研究を行う上で，市町村のごみ処理現場の情報についての聞き取り調査，データ提
供，組成調査の実施など，様々な面で京阪神圏都市のごみ行政担当者のご協力を得ました。
とりわけ，京都市，大阪市，枚方市，寝屋川市の廃棄物部門の皆様には，用途別詳細組成調査
の実施をはじめとして，多大な協力を頂きました。
皆様方のご指導，ご支援，ご協力に，心から感謝を申し上げます。ありがとうございました。
そして最後に，色々なことを勝手に決めて事後報告しかしない娘を，文句を言いながらも信じ
て見守ってくれている両親に，この場を借りて謝意を表します。
